関東大震災と阪神大震災
－救護・医療・ボランティアの面から－
4年　竹内夕季
1.概要
1-1.関東大震災
　戦前において、未曾有の天災とされる関東大震災は、1945年（大正12年）9月1日午前11時58分44秒におきた。震源地は相模湾沖でマグニチュード（以下M）7.9であり、その後も東京湾北部を震源とするM7.2、山梨県東部を震源とするM7.3など、本震が発生してから約24時間の間にM7.0を超える余震が5回の余震が発生（1）し、人々を驚かせた。被害は、東京をはじめ、1府6県（神奈川、千葉、埼玉、静岡、山梨、茨城）にわたり、罹災者は340万人に及んだ。
　またこの震災は、直後に「大正大震火災」と呼ばれたように、その被害の殆どが2次災害である火災によってもたらされた。震災による死者約10万5000人のうち、焼死が約9割を占め、また東京市では全戸数48万3000戸のうち、その6割の30万戸が全焼した。（2）家庭の炊事場や、工場や学校の薬品が落下して発生した火災が、地震発生当初にあった秒速10メートル以上の風に煽られ、また被災者たちが持ち出した家財道具に燃え移り、延焼規模を広げていった。特に下町での被害が大きく、浅草区・京橋区・深川区・本所区において9割前後が焦土と化し、日本橋区においては1坪も残らずに焼失した。この震災における損害は55億円、国家予算の約4倍にあたった。
1-2.阪神大震災
　一方、阪神・淡路大震災（兵庫県南部地震とも。以下阪神大震災）は、1995年（平成7年）1月17日午前5時46分52秒に淡路島北部沖の明石海峡を震源地として起きた。都市直下型地震で、マグニチュードは7.2を記録し、戦後に起きた地震の中で最大の被害をもたらした。
　この震災における被害は、罹災者約30万人、そのうち死亡者は約6500人（3）でその約9割が木造建物崩壊による圧死であり、特に1階で就寝中に亡くなった人が多く、その過半数が60歳以上の高齢者だった。全半壊家屋は20万戸に及び、また出火による焼失面積は、神戸市内にあっては64万2000平方メートルの広い範囲に及んだ。しかし、それでも関東大震災に比べれば火災による2次被害は少なく、これは戦後の不燃化対策がそれなりの効果をあげたためだといえる。しかし、震災における損害額は約10兆円と関東大震災に比べ数1000倍と、非常に大きな額となった。これは現代になって、関東大震災時と比べ、交通施設・ライフライン施設が増えた故の結果であろう。
2.救護活動
2-1.消防・救助
　関東大震災では、発生時刻がちょうど昼時で火を使う時間であった事の他に、当日は台風が過ぎ去った直後ということで、まだかなりの強い風が吹いていた。そのため、地震発生直後は隅田川の両側に点々とあった延焼地域も、風に煽られ火が次第に広がっていき、翌2日午前3時の時点で下町低地の大部分が延焼地域に飲み込まれてしまった。これらの火災に対し、東京市部の消防組員は地震発生直後から全体が出動し、消防作業にあたった。しかし、浄水場の被害による給水の断絶により、送水がうまくいかなかったこと、長時間の活動で消防自動車の故障が相次いだことやガソリン不足に陥ったため、消防活動は難を期した。そこで活躍したのが、他地域から応援にやってきた消防組員が持ってきたり、町会や企業で保持していた腕用ポンプやガソリンポンプだった。当時奇跡的と言われたような焼け残り場所（例えば住宅地がそのまま焼けずに残ったことで異彩を放った神田区の和泉町など）では、ほぼ例外なくポンプが活躍している。このことを受け、後に警視庁消防課課長の山川秀好は、新鋭の消防自動車の導入に伴い、蒸気ポンプや腕用ポンプをすべて払下げ、予備機材を残さなかったことを『警察協会雑誌』に寄稿し、反省している。
　火災だけでなく、レンガ造りや石造、鉄筋コンクリート造の建物の倒壊も目立った。そこでの被災者救出活動では主に、警察や陸軍が活躍した。当時の最高層であった丸ビルの倒壊現場では、東京市から1班、警視庁から2班の救護班が駆け付け、警視庁だけで192名の負傷者を救護した。もちろん当時は、重機もなく、挫滅症候群（4）への理解もない時代であるため、救出作業や救出された人の治療には限界があったものの、1日のうちに軍や警察は救護班や工兵隊を派遣し、迅速な救助活動にあたった。
　一方、阪神大震災における消火活動においても関東大震災と同様、水道管の損傷による断水により、消火栓からの消防用水が十分に確保できず、また倒壊した建物のがれきで道が塞がり消防車の通行に支障が生じたこと、またガソリン不足に陥ったことにより、消防活動は困難を極めた。
　また神戸市消防局では、通信機器の故障や通信の輻輳などにより情報収集に支障をきたし、火災の状況把握を充分にすることができなかった。全市的被災状況の把握はこれよりもさらに遅れた。その理由として、航空隊員は夜間飛行禁止により日勤体制となっていたため、ヘリコプター基地に到着するのが遅れたことが挙げられる。当日の9時30分なってようやく上空からの偵察によって全市的被害状況が分かり、神戸市消防局は広域応援要請を決断した。こうした対応の遅れにより、神戸市内において広い地域の同時火災を招いたとされる。
　倒壊建物からの救助活動では、消防・警察及び自衛隊が連携を保ちつつ、スコップやハンマー、バールなどの携行資機材を手に救助に当たった。また震災から11日後の28日には、警察と自衛隊合わせて1万5000人が、行方不明者のための一斉捜索に当たった。だが、自衛隊の出動も遅れ、当時の社会的批判の的となった。出動が遅れた理由として、「知事の要請がなかった」と言われているが、自衛隊法第83条の2では、「天災地変」の場合は自主出動を認めている。それにのっとり、自衛隊は速やかに出動し、被災自治体の首長の指揮下に入り、救護活動に当たるべきだろう。だが、現在の自衛隊法・災害救助法では自衛隊出動が府県知事にしかできないとか、災害状況の打診を府県庁にしかできないというようになっている。法そのものが市町村自治体を軽視した大きな欠陥となり、問題を引き起こしているのである。
2-2.医療
　関東大震災における医療の問題点は、見込みの甘さと人手不足による、医薬品の欠乏と医師の疲弊だった。震災により、治療する医療機関は、市内の病院206のうち132が罹災、ベッド数も震災前の3分の1に減少し、また医薬品類の供給ルートも寸断されるなど、震災により医療の水準は大幅に低下した。そのような状況下で、診察を求める避難者が避難所に作られた救護所に殺到した。例えば、震災直後から東京府庁前に開設された日本赤十字社の救護所では、医師5名、看護師6名が治療に当たったが、数日間1日600人以上の負傷者と、また7日までに100以上の重症患者の診察を行い、医師達はほぼ不眠不休で働いた。医師の疲弊に加え医薬品の不足により、ろくな診察ができず、初診不十分による化膿者の多発、重傷者の死亡など、悲惨な状況が各避難所で相次いだ。（5）
　また被災地の正確な被害情報が得られなかったことも医療活動に影響した。警視庁の救護本部は、1日午後3時30分に医師・防疫官吏・警察官各1名から成る、10個の救護班を設け、それぞれ任地を与えて出発させた。しかし、後に派遣を命じた衛生部長自身が、「何れへ配属したらばよいか、サッパリ見当も付かない」（『警察協会雑誌』289号）と述懐したように、この派遣は確実な情報によるものではなかった。火災により3万3000人と、最大の死傷者を出した被服廠跡での救護活動も、情報の不足により対応が遅れた。本所の被服廠跡で火災が起きたのは1日午後4時だったが、東京府や警視庁、近衛師団司令部が被服廠跡での負傷者救護が大きな課題であることを認識したのは2日の夕刻、その深刻さが共通理解となったのは4日になってからであった。医療の必要についての流れがよくなく、正確な情報の把握が出来ずに発生したタイムラグのために、1日の時点ではまだ生存しており助かる余地のあった人々が手遅れとなり多数亡くなった。後に警視庁の衛生部長だった小栗一雄は、医療救護の統制を可能にする体制が必要であると論じた。東京市の療養所所長も同様に統括機関の必要性を主張し、情報の流れをよくするために、救護班の配置を統一的に計画するか、少なくとも情報を一手に扱う部署があれば、救護状況はかなり改善したはずであろう、としている。
　阪神大震災でも病院も例外なく地震により影響を受けた。震災後の調査によると、施設・設備に何らかの影響を受けた病院は、98パーセントにも達した。例えば、神戸市立西市民病院は坐屈破壊し、入院患者救出に追われ、治療を求めやってきた被災者達に応急治療さえできない有様だった。また、水やガスなどのライフラインが止まった上に、自家発電装置や貯水タンクが破損する、医療従事者の不足や医薬品の不足などの問題が相次ぎ、診療機能が低下した。地震発生日の医師・看護師らの出勤状況を職種ごとにみてみると、医師58パーセント、看護師44パーセントと半数程度である。そのような状況において、地震発生後1週間の取り扱い患者数は、被災市内の107の病院で5万655人にものぼり、先の病院の被害や医師などの出勤状況から考えると、病院における混乱がいかに大きかったか想像に難くない。
　また阪神大震災では、重症患者を近隣府県の病院に搬送するシステムの不備が後に問題となった。関東大震災では車も碌になかった時代であるから、もっぱら患者搬送は担架によるものだったが、現代では重傷患者の搬送に有効であるヘリコプターの存在がある。いかし、それは震災当時うまく活用できなかった。そもそも、院内にヘリポートを有した病院は、被災市内の病院のうちわずか5.5パーセント、さらには患者輸送にヘリコプターを利用できるという事を知らなかった病院は51パーセントと半分を占めていた。それに、混乱した現場の、それも目の前の治療に懸命な医師にはヘリコプター搬送の手続きの方法など分からなかっただろう。そのため、診療不能・交通の渋滞などで搬送機能が停止した被災地に、隣府県からの医療援助は無きに等しく、結局10日間で120機が出動し、100人余を空輸したに止まった。使える物があるのに、それがうまく利用できないという事は、非常に残念である。
　また情報通信システムが崩壊してしまったことでも、広域救援機能がうまく働かなかった、という問題点がある。震災直後から、赤十字や「アジア医師連絡協議会」といった民間ボランティア団体は、迅速に現地入りし、救護活動を行っている。対する公的な広域救援活動は活動に遅れをとった。兵庫県では、県救急医療情報センターを中心に、登録病院や消防が連携して患者の搬送を行うシステムがある。しかし、連絡は電話で行っているために震災の影響で回線が不通となり、県庁を基点とする衛星通信システムも壊れ、役に立たなくなってしまった。こういった、「情報の一元化」という体制が震災という異常事態においてネックとなり、対応に遅れを取ってしまったのだ。この点に対し、厚生省健康政策局指導課の山本光昭課長補佐は「情報の一元化と一般的には言うが、県の災害対策本部に情報を集めるのが果たしてよかったのか。一刻を争う救急医療の場合、現場に近い場所で地域医療に詳しい人を司令塔にして活動させるなど、ある程度の情報の分散を図る必要はあるかもしれない」と、実態に合った災害医療体制の早急な見直しを約束している。
2-3.ボランティア
　関東大震災でも阪神大震災でも、地域内外からのボランティアが救護や炊き出しなどの面で、震災地において大きな手助けとなった。
　まずは関東大震災における、民間のボランティアとして、町内会や在郷軍人会、青年団による活動があげられる。震災前から町内会が機能していた町内では、震災当日のまだ陽があるうちから炊き出しを行うなど、早々に活動が開始された。また麹町区の富士見町一丁目の富士一会が町内の他、靖国神社外苑の避難者にも食料を分配したように、一般避難者に避難者に対する救護活動も行う町内会も多数あった。在郷軍人会や青年団は、地域内で活動するだけでなく、地域を超えて応援する単位ともなった。芝区青年団の中門前分団は、芝公園での区役所の炊き出しを全員で担当したほか、のちにその一部が陸軍省の炊き出しを援助し、麻布区の上笄分団は港区の日本電気（現NEC）の工場崩壊現場で救助活動を行い、赤十字病院にも応援に赴いた。このように、区、陸軍、赤十字の救護活動の一面は町会や青年団、在郷軍人会などの応援を得、支えられていた。だがしかし、2日の晩以降、「不逞鮮人」の流言により、青年団や在郷軍人会の労力の大半が自警団活動に向けられてしまった。それによって、後に日本人の恥ずべき過去の事件となってしまった、朝鮮人大虐殺事件がおきてしまったのだが、本稿ではその件については割愛させていただく。
　震災地外からボランティアとしては、2日から群馬県をはじめとして、数多くの救護団が来援した。群馬県では2日の午前中に、県知事からの指示を受け、郡市長が労力奉仕にあたる救護班の準備にかかった。各班は郡市町村吏や警察官を指揮者とし、訓練ある団体員として青年団員、在郷軍人、消防組員から30名を選び、可能であれば医師を加えて編成された。東京府庁を目指して一部は2日、大部分は3日から4日の朝にかけて出発した。その数は91班3319名にも及んだ。その他栃木県などの県からも派遣されたが、東京府はあまりに多数の救護団に対応しきれず持て余していたようだ。（6）そのため、府は救護団にうまく作業を振り分けられずに、救護団としては何をしたらいいかも分からず、遠方から来援したはいいものの、何もせずに上京した翌日に引き揚げてしまった班もあったほどである。中央がそのような状況であったため、府や市の指示を仰がずに、独自の判断で行動した救護団も多かった。そういった救護団は、活動の内容を地元出身者の捜索や救護に限定しているものも多かった。救護団を整理統制できず有効に活用できなかったことも問題だったが、来援した救護団の宿泊地の確保や給養もまた問題であった。各地から来援した在郷軍人会のうち、最初に上京した宇都宮支部の100名は陸地測量部の1階に置かれていた関東戒厳司令部に宿泊することになったが、担当の副官は「其の設備に関し甚だ困難を感じたり」（『陸軍関係資料』）と記録している。
　阪神大震災は「ボランティア元年」といわれるまでに、阪神地区にボランティアが殺到し、毎日1万人以上、1年間で延べ138万人のボランティアが活躍したという。その8割が学生であったといわれ、また即席ボランティアともいうべき初体験者が多かった、という点も特徴としてあげられる。
　阪神大震災時のボランティア面からの問題点といえば、関東大震災時と同様、受入れ体制の問題や作業割り振りの点でスムーズにいかなかったことがあげられる。神戸市教育委員会の『学校震災実態調査』によるボランティアの行動・態様を見ると、被災地入りしたボランティアは、自治組織や学校の指示の下に活動し、自主的な活動は比較的少なかったようだ。しかし、受け入れた学校側は対応にかなり苦慮した部分もあるようで、同書の「ボランティアの対応で苦慮したこと」といったアンケート回答では、トップに宿舎の世話があがっている。その他、ボランティア活動の経験不足や過剰な善意の反応、連携機能の不備などがあるが、それは「自主的な活動であるだけに、避難所によるアンバランスが生じたり、公的な組織との不整合が生じることはある程度やむを得ない」（7）と考えられている。関東大震災のボランティアの項でも触れた宿舎の問題、またボランティアの過剰な善意からくる自治組織との相違によるトラブルは、時代に関わらず起こる問題のように思える。また来援したボランティアを有効に活用するために、どこの現場に派遣し、従事・協力してもらうかもまた同様に難事業であった。高寄昇三によると、この問題を解決するためには、YMCAなどの市内公益団体や生協、ボランティア団体事務局など拠点的ボランティア受入れセンターが、平素から地域センターと共同的活動をつうじてネットワークシステムをつくっておく必要があり、緊急時に地域センターを核としたボランティア受入れシステムとして稼働、そして地域ごとのボランティアニーズを受け止めて分担を決めていくべきだとしている。ボランティアといっても活動内容は様々であり、有効に活用するためには、それなりのコーディネーターが必要である。
　　
3.海外支援
　どちらの震災においても、海外からの支援があり、被災地における大きな支えとなった。
関東大震災は、世界各国に伝えられ、中には「日本の大部分が壊滅した」と新聞報道した国もあった。そのため、早急に各国から物資や、救護の手が差し伸べられた。9月10日にアメリカ軍艦とイギリス軍艦が、食料・木材・燃料などを満載して来航したのをはじめとして、全世界の国々から救援物資と金銭が送られてきた。殊にアメリカでは、震災後2週間もたたぬうちに予定募金額500万ドルを超えた800万ドルが一般の人々から集められ、物資も30隻にも及ぶ輸送船で送り込まれてきたそうだ。（8）そのような国々からの手厚い支援に、日本政府は喜んで受け入れたが、ソ連に対しては例外的な態度をとった。ソ連政府は、日本労働者に実質上の援助をすることと、医師や看護師、また救援食料を送ることを決議し、12日午後に横浜港に来航した。しかし、当時の戒厳司令部はそれを追い返してしまったのだ。その理由は、当時のソ連が共産主義革命に成功していたからであった。共産主義思想は、天皇を中心に構成された日本の国家体制を完全に否定する性格をもつ。当時の日本国内にも共産主義に同調する者が徐々に増していて、政府と軍部はその抑圧につとめていた。そのような中、もしソ連の救援を受け入れれば、それらの同調者を活気づかせ、国家体制を否定する運動を激化させる恐れがあると、考えたのだ。そのため、来航したその日のうちに、武田陸軍大佐が船に赴き、救護隊全権であったバチスに、退去命令を伝えた。善意を全く踏みにじった対応に、ソ連船の乗員たちはもちろん憤慨したが、バチス全権は退去の命令を受け入れ、翌14日午前11時に野島崎まで日本の駆逐艦の追尾を受けた後、ウラジオストックに引き返して行った。
阪神大震災では76の国や地域、さらには国連やWHO、EUから救援活動などの人的・物資支援について申し込みがあり、被災地方公共団体の意向を確認した上で、44の国と地域の支援が受け入れられた。そして、19日午前にスイスの救助隊が到着したのを皮切りに、続々と各国からの救助隊や支援物資が届けられた。だが、物資の援助はともかく、海外からの救助隊の派遣に神戸市の消防局は、宿舎や通訳などどのように対応するのか、といった点で困惑したという。さらに震災から4日後にフランスから救助隊62人が派遣されたが、人命救助は48時間が勝負である。そんな中で彼らが来た意味はあったのか。結局滞在した5日間で発見した遺体は1体のみで、しかも救助隊には食事や宿舎まで用意されており、準備に追われた人のことを考えると思いは複雑だったという。（9）
海外救助隊の受入れを許可した当時の政府の外相河野洋平は、「外交的考慮もあり、地元のニーズは考えない」と、現地の状況を無視した対応をとった。こうした政府の対応により、海外救助隊は人命救助に追われる現地のスタッフのかなりの負担となってしまったという問題を引き起こした。
4.まとめ
 関東大震災と阪神・淡路大震災と、日本近代における2つの未曾有の被害をもたらした震災を救護や医療などの面から比較してみると、時代が変わっても起こりうる問題というものは、変わらない、ということが分かった。だが、以下、消防、医療、ボランティアの面から2つの震災をみて、共通した問題を挙げてみる。
　1、消防　「道がふさがれ、救助が遅れた」、「水道が使用できなくなり、消火活動に影響を及ぼした」、「ガソリン不足」
2、医療　「医師・医薬品の不足」
3、ボランティア対応　「来援した各ボランティアに応じた作業割り当て」
確かに、震災時のダメージによって、回避できない問題もあるだろう。特に、消防車で火災現場に向かう際に、建物からの落下物などで道がふさがれていたために、消防活動が遅れてしまう、といった事態はいたしかたないのかもしれない。しかし、それ以外は関東大震災でもおきた事態であり、その教訓によって回避、または改善できたもののように私は思える。
　もちろん、時代が変わり周囲にあるものや法の改正によって、その時代ごとに災害時における新たな問題というものはおこるだろう。また、対策計画を立てていても、震災が起きた時にきちんと機能するのか分からない。発生時や発生都市によっても生じる問題は変わる。だから、ただ体制を完備するだけでなく、災害時にどう機能するのか、シュミレーションをした上での万全の対策が必要であると思う。
註
(1)本震が発生してから3日間のうちに、人体に感じたものと地震計にのみ感じた程度のものも合わせ、1700余回の余震が発生した。これは、「地震国と呼ばるるわが国ですら、平均三カ年分の地震を、ただこの三日間に経験したこととなる。」と言われている。（『実写・実録　関東大震災』14項）
(2)『関東大震災　大東京圏の揺れを知る』18項。これによると、火災が起こらなかった場合の死者数は1万4000人程度、全潰住家数は約11万棟と推定している。
(3)平成12年1月11日発表。『阪神・淡路大震災復興誌』3項
(4)挫滅症候群（クラッシュ症候群）は体の一部が長時間挟まれるなどして圧迫され、その解放後に起こる様々な症候の事。チアノーゼや腎不全、重症の場合心停止になることも。阪神大震災では372人がこの症状にかかったと報告されている。
(5)地域外から来援し、亀戸小学校で救護に当たった日赤島根支部第一救護班は、『日赤救護誌』にて、「火傷又は外傷にて創面不潔、化膿せるもの多く、重傷者多く死者相次いで生じ、校舎内は之を清掃する遑なく、悪臭鼻を突き、加ふるに蠅の発生夥しく頗る防疫に苦心せり」と報じている。
(6)上毛孤児院の吉村主事らは、孤児救護の相談のために上京したが、府の内務部長に面会した際に、来援に対し大変感謝しているものの、「一寸持て余したる有様」であるという印象をうけたと、9月6日の『上毛新聞』にて報じられている。
(7)神戸市教育委員会調査報告書　53項
(8)『関東大震災』228項
(9)『阪神大震災』207項
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